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<<準備稿 almost certainly to be revised>> 

 

 

1. はじめに 

欧米で発展した地方財政理論（fiscal federalism）では、政府間財政移転は地方政府間に

発生する外部性を矯正する手段として概念化されてきた。特定補助金に関しては地方公共

サービスの域外スピルオーバーを内部化する手段として概念化されてきたが、他の視点か

らも効率性達成の手段としての財政移転の意味づけもされてきた。特に、地方政府が自己

の政策が個人の居住地選択に与える影響を考慮せずに政策決定する場合、国内の人口配分

が歪んでしまう可能性が指摘されているが、その非効率性を矯正する手段として政府間財

政移転が位置づけられてきた。 

このような財政移転と効率性に関する理論分析は、Flatters et al.（1974）や Boadway and 

Flatters（1982）によって定式化され、わが国においても米原（1977）によって先駆的かつ

丁寧な紹介がされていたが、残念ながら当時の財政学者に注目されることはなかったよう

だ。むしろこの理論に注目したのは都市経済学者たちであった。特に、坂下（1994）によ

る同分野のサーベイ論文は、財政学の新たな世代の関心を引くに十分なものであった。し

かし、坂下（1994）のタイトルの影響もあってか、本来は平衡交付金の経済理論とされる

べきものが地方公共財の最適供給の理論として理解される傾向があり、伊多波（2002）や

小川（2000）を除き、地域人口規模の最適性を達成するための政策手段という観点から、

わが国の地方交付税が認識されることは少なかった。 

本稿の課題は、この政府間財政移転制度による効率性改善（改悪）を数量化することで

ある。カナダにおける平衡交付金に関しては Watson（1986）や Wilson（2003）によって効

率性改善に関する実証分析が行われている1が、わが国において同様の実証分析を行った研

究は少なく、シミュレーションによる数値計算が主流である（e.g., 小川 2000, 土居 2002）。

                                                        
1 しかし、効率性に関する実証結果は、財政移転が人口移動へ与える効果の推定結果に依存する。例えば、カ
ナダの平衡交付金を対象とした Watson（1986）では、平衡交付金の効率性改善の程度はそれに使用される資金
よりも少ないため、同制度は正当化されないという結果が示された。この考えは 10 年以上にわたりカナダにお
いて支配的な見解であったが（e.g., Wilson 2003）、Wilson（2003）は人口移動の定式化を変えれば異なった結果
が導かれてることを指摘した。つまり、人口移動を、Watson（1986）のように年度内で瞬時調整される変数で
はなく、複数年度にわたって長期的に調整される変数としてとらえると、平衡交付金が人口移動に対して与え
る効果は無視できないほど大きくなり、政策的にも十分正当化できるほどの効果が推計されることになった。 
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唯一の例外は伊多波（2002）である。彼は地方交付税と国庫支出金による厚生効果を推定

し、これらの財政移転は効率性を改善するのではなく喪失させることを示している。 

本稿では以下の作業を行う。まず、次の節で Flatters et al.（1974）や Boadway and Flatters

（1982）によって定式化された住民移動による財政外部性の議論を復習し、最適な人口配

分の条件を導出する。そしてつづく第 3 節で、わが国を 8 地域に分割して、現状の人口配

分の最適性を議論する。分析の結果、関東、近畿、中部といった都市的な地域は概ね規模

が過小であり、他の非都市的地域は過大であることが示された。第 4 節では、財政移転が

地域人口移動に与える効果を、地方歳出の影響を通じて考察する。人口の地域配分が非効

率的な場合、中央政府は地域間財政移転を用いて人口の地域配分を調整すると概念化され

るが、ここでは今までの財政移転が人口の地域配分を有効に変化させていたかが検証され

る。本稿の分析では、地方歳出は人口移動に有意な効果をもたらさないことが示され、そ

の結果、財政移転も人口配分に有効な影響を与えないことが示唆される。 

 

2. モデル 

  まずは、Flatters et al.（1974）および Boadway and Flatters（1984）にしたがい本稿の推計

が基づく移住均衡モデルを展開し、人口移動が与える便益を定式化しよう。まず、個人は

同質の選好（効用関数）をもち、1 単位の労働供給を行い w の賃金を得るとしよう。x を

基準財の消費量、z を地方公共サービスの消費量とすると、その効用関数は 

( )zxuu ,=       （1） 

と表される。各地域は異なる生産技術をもち、労働 n と資本 k を要素とした生産関数 

( )nf        （2） 

によって基準財を産出する。ここでは通常通り、∂f/∂n>0、および、∂2f/∂n2<0 と仮定する。

ここでは、労働の他にも地域特有の固定された資源（固定資産）が生産に利用されている

ことを前提としており、この固定された地域資源の違いが地域間の生産技術の違いを生じ

させるとともに、労働へ帰着しないレント R を発生させると考える。 

この生産によって生み出された所得は全て同地域に居住する個人に帰着する。労働市場

は地域内で完結しており、労働市場均衡では地域住民が受けとる賃金は労働の限界生産

f’(n)に等しくなる（w=f’(n)）。したがって、既述の生産技術の地域間格差により、地域間で

賃金も異なることが理解できる。この労働の対価として得られる個人所得の地域内の合計

値は nw = nf’(n) となるため、同地域に居住することで賃金の他に得られる個人所得の合

計（レント）は以下のように定義できる。 
( ) ( ) ( )nfnnfnwnfR ′−=−≡     （3） 

  次に地方公共サービス z の供給に必要な費用は基準財の単位で測られ、以下のように地
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方公共サービスの水準 z と地域人口 n に依存するとしよう。 

( )nzc ,        （4） 

ここで、通常の費用関数のように、他の条件が等しいとき、公共サービス水準が増加は費

用の増大をもたらし、地方公共サービスの限界費用は正の値をとり（∂c/∂z>0）、当該限界

費用は逓増する（∂2c/∂z2>0）という仮定を設ける。一方、人口の効果に関しては、公共サ

ービス水準を固定した場合、人口が増加すると費用も増大する（∂c/∂n>0）と仮定する。こ

れは、地方公共サービスの競合性の度合いを示す「混雑効果」を表す。 

基準財市場の均衡条件は、nx は地域内の基準財の消費量、f−c は地域内の所得（域内生

産 f の全ては地域内の居住者に所得として帰着）から地方公共サービス z に使用される部

分（地方歳出）を除いたもので基準財の支出に充てられるものであるから、 

( ) ( )nzcnfnx ,−=  

となる。したがって、財市場の均衡における、個人の基準財の消費量 x は 

( ) ( )
n

nzcnfx ,−
=        （5） 

となる。これを効用関数に代入すると以下を得る。 

( ) ( )
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= z
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nzcnfuu ,,  

地方政府は自己の地域の人口規模 n を所与として、個人の効用を最大化するように公共サ

ービス水準 z を決定すると仮定しよう。したがって、 
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が最適な地方公共サービスの必要条件となり、この表現を整理するとサミュエルソン条件 
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を得る。この表現の左辺は地方公共サービスに対する個人の限界代替率（基準財の限界効

用で基準化した地方公共財の限界効用（[∂u/∂z]/[∂u/∂x]））を地域内住民全てに関して総和し

たものであり、地方公共サービスの社会的限界便益である。一方、右辺は地方公共サービ

スの限界費用である。 

  地域人口 n が変化すると、条件（6）によって決定される z の水準および基準財の消費量

x も変化する。したがって、人口規模に関して間接効用関数 

( ) ( ))(),( nznxunv =       （7） 

を定義し、λを（7）から得られる基準財の限界効用とすると、包絡面定理により、地域人

口が個人の厚生に与える影響は 
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となる。この人口の限界効用（dv/dn）を、基準財の限界効用λで基準化し基準財と同一の

測定単位で表し、当該値に更に人口 n を乗じることによって人口の限界便益が現される。 

x
n
cfnvn −
∂
∂

−′=
λ
dd       （8） 

ただし、市場均衡より x=(f−c)/n である。これは 1 人当たりの基準財消費量で測った人口増

加の純便益として解釈できる。すなわち、f’だけの新たな基準財が生産されるが、混雑効

果のため新たに∂c/∂n 分の基準財が政府部門で追加的に必要となるため、個人が消費できる

追加的な基準財の量は f’−∂c/∂n となる。更に、その新たな住民は 1 人当たり消費量 x=(f−c)/n

の消費を行うため、その分だけ、既存の住民の消費が減ってしまうことを表している。 

したがって、i と j の 2 地域を考える場合、（8）は人口に関して逓減するため、個人の効

用 u(x,z)を最大化するような人口分布は等式 

j
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によって特徴付けることができる。 

   問題は実際に実現する人口分布が（9）を達成する人口分布に一致しないことである。

例えば、両地域に居住することが同様の効用をもたらし、他地域へ移動するインセンティ

ブを感じない状態をもって、人口分布が決定されると、 

( ) ( )( ) ( ) ( ) ( )( ) ( )
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（10） 

という均衡条件で人口分布が規定されることになる。しかし、上記の均衡式によって与え

られる移住均衡における人口分布（ni, nj）は、一般的に、最適な人口配分のための条件（8）

を満たす人口分布（ni
*, nj

*）と一致しない。これを表したのが図 1 である。 

図 1 では、i（j）地域の人口が右（左）から計測され、上図では（7）式で表される両地

域での効用水準が描かれている。一方、下図では上図と同様に測られた人口配分に関して、

（9）式で表される人口の限界効用が描かれている。移住均衡は上図における両地域の効用

曲線が交わる点 E によって与えられることになるが、下図に示すように、そこで与えられ

る人口配分は必ずしも両地域の限界効用が等しくなる人口配分には一致しない。図のケー

スでは、jから iに1単位人が異動することによってAB分の便益をえることができるから、

この数値をもって人口移動の限界的な便益と考えることができる。 
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図 1 移住均衡における厚生損失 
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図 1 上部の効用曲線は、i 地域から j 地域に財政移転が行われると、財政移転を与える i

地域では下方に、財政移転を受けとる j 地域では上方にシフトする。これによって、人口

配分は E から E’に変化し、j（i）地域の人口は|E−E’|分だけ増加（減少）する。図では、移

住均衡での効用水準は両地域とも増加するように描かれている。効用曲線のシフトは垂直

方向のみであるならば下図の限界効用を表すグラフには変化はおこらない。したがって、

この場合、この財政移転による基準財で基準化された効用の増量は、面積 ABCD によって

表される。 

もちろん、上記とは反対の方向の政策がとられると両地域の効用は減少することになる。

つまり、E’を起点として、j 地域から i 地域に財政移転が行われると、i 地域の効用カーブ

が上方に、j 地域では下方にシフトし、新たな移住均衡は E として与えられる。この場合

は、誤った財政移転によって面積 ABCD 分の損失が発生する。 

 

3. 人口の最適配分 

本節ではまず、比較的広い範囲で日本国土を地域分けし、それぞれの地域における人口

の限界便益（fi’−∂ci/∂ni −xi）を推計する。そして、その地域の人口の限界便益を比較するこ

とによって、当該地域の人口規模の最適性を議論する。 

 

3.1 地域区分 
地域区分に関しては旧経済企画庁全国 6 地域区分のうち「北海道・東北」を「北海道」

と「東北」に、そして、「中国・四国」を「中国」と「四国」に細分し、「北海道」、「東北」、

「関東」、「中部」、「近畿」、「中国」、「四国」および「九州」の全国 8 地域とした。なお、

沖縄は除いている。それを構成する都道府県は表 1 のとおりである。もちろん、都道府県、

更には、市町村レベルまで空間を狭めることも考えられるが、次の理由でこの 8 地域とし

た。第 1 は理論モデルとの整合性である。ここで議論する人口の限界便益（fi’−∂ci/∂ni −xi）

の導出は所得と消費が地域内で閉じていることを前提にしている。現在における個人の生

活範囲は市町村だけではなく都道府県も越える場合が多く、都道府県より広い地域による

区分が必要となる。もちろん、今回利用する区分でも不十分であるかもしれないが、表 1

の区分を用いることで、問題の程度を和らげることは可能であろう。第 2 の理由は算定結

果の提示に関するものである。以下では 2 つの地域のペアを取り上げ、ペア毎に厚生効果

を算定する。したがって、8 地域からひとつの地域に対し 7 つのペアがつくられることに

なり、全部で 28 の組み合わせとなる。これと同様の作業を 47 都道府県に関して行うと、

分析を必要以上に複雑にするおそれがあるかもしれない。 
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表 1 地域区分 

地域 都道府県 

北海道 北海道 

東北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県 

関東 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県 

中部 静岡県、富山県、石川県、岐阜県、愛知県、三重県、福井県 

近畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

 

 

3.2 人口の限界便益 
人口の限界便益（fi’−∂ci/∂ni −xi）の算定には、①1 人当たり家計消費（xi）、②労働の限界

生産（fi’）、そして、③混雑効果（∂ci/∂ni）が必要となる。まず①1 人当たり家計消費は「都

道府県経済計算」における家計最終消費支出を全国均一の家計消費デフレータで実質化し、

当該地を地域人口で序すことによって得る。次の②労働の限界生産は、地域別の集計生産

関数を推定することで対処できる2。最後の混雑効果（∂ci/∂ni）の計測は困難である。第 1

に、市町村単位ならば何らかの形で混雑効果を推定できるが（e.g., 林 2002）、複数の行政

単位を集計した本稿の地域区分での混雑効果を推定することは不可能であろう。混雑効果

が地域間で等しければ、本稿で算定する値は 2 地域間の人口の限界便益の差であるから、

明示的に混雑効果を算定する必要は無い。ただし、人口規模が大きい地域が相対的に大き

い混雑効果が存在する（林 2002, 林 2005）ならば、混雑効果を無視することにより、人口

規模が大きい地域では厚生効果が過大に、人口規模が小さい地域では過小に評価される。 

 

3.3 生産関数の推定 
  地域の集計生産関数の推定は、コブ･ダグラス型を前提とした差分データを用いて行う。

つまり、推定式は以下のように特定化される。 

ititkitlT
i

iiit uknTDy +∆⋅+∆⋅+⋅+⋅=∆ ∑ lnlnln ββαα  

ここで yit、lit、kit、gitはそれぞれ t 年度における i 地域の、地域内生産量、域内労働者数、

民間資本、社会資本である。Diは地域別のダミー変数であり、その係数αiは地域別に異な

                                                        
2 限界生産原理を利用して１人当たり労働賃金を利用することもできる。 
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る外生的な生産性上昇など捕らえるものとして解釈できる。なお、土地などの地域別に異

なる値をとるが時系列的には不変な観察不可能な変数の生産量への効果を表す固定効果は、

上記のように変数の差分をとりコントロールする。T はタイムトレンドであり、経済成長

率（∆lny）の外生的な傾向をコントロールする変数とみなす3。 

用いられるデータは 1975 年から 1997 年までの 8 地域別の年次データである。ただし、

差分と 4 次のラグを含む操作変数を用いるため、推定対象期間は 1980 年から 1997 年まで

となる。生産量 y には「県民経済計算」における県内総生産量（1990 暦年価格）を用い4、

労働 l には「県民経済計算」における就業者数を用いた5。民間資本 k は土居（2002）によ

る推計値（年度末値、1990 暦年価格）を用い、稼働率は浅子・坂本（1993）の方法によっ

て推計された数値を用いている6。なお民間資本データは年度末値として記載されているが、

1 次のラグを施し期首値として用いている。労働と稼働率調整済民間資本には内生性が疑

われる（e.g. 林 2002）ため、操作変数法を用いて推定を行った。操作変数には、地域ダミ

ー、タイムトレンド、民間資本の対数値の差分、および、地域ダミー以外の被説明変数お

よび全説明変数の 1 次から 4 次までのラグを用いている。 

推定結果は表 2 のとおりである。全ての係数の P 値のなかで最も大きい値は 0.064 であ

り、有意水準 0.10 で全ての係数に関してゼロ制約仮説を棄却することができる（なお、労

働に係る値以外は、P 値が 0.01 以下になっている）。最も大切なパラメータの P 値が比較

的高いので多少信頼性に疑念が残るかもしれないが、そうであっても、標準的な有意水準

でゼロ制約を棄却することができる。さらに、操作変数の適切さとモデル特定化の適切さ

を同時に検定する過剰制約条件検定を行い、0.102 の P 値を得た。したがって、とりあえ

ず通常の有意水準では帰無仮説は棄却できず、推定の適切さが示唆されることになった。 

推定の結果、労働の係数はβl=0.6907、民間資本の係数はβk=0.2156 となった。ここではコ

ブ･ダグラス型の生産関数を前提としていたため、我々の関心と対象となる労働の限界生産

は、以下のように、労働の係数の推定値（βl）と地域別の就業者 1 人当たり地域生産量（yit/nit）

を用いて算定することができる。 

it

it
l

it

it

n
y

n
f

β=
∂
∂       （11） 

 

 

                                                        
3なお、しばしば用いられる社会資本は考慮していない。これは社会資本を含んだ形で推定をすると、良好なパ

ラメータ推定値を得ることが困難になり、当然推定されるべき労働や民間資本の推定値も不自然な値となるか

らである。 
4内閣府経済社会総合研究所から提供していただいた電子データを用いている。 
5就業者数に関しては内閣府経済社会総合研究所から提供していただいた電子データを用いている。 
6民間資本については土居丈朗のサイト（http://www.econ.keio.ac.jp/staff/tdoi/index-J.html）からダウンロードし、

稼働率に関しては宮崎智視（名古屋学院大学）から電子データを頂いた。 
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表 2. 生産関数推定結果 

 係数 標準誤差 t-値 P-値 

∆lnnit 0.6907  0.3694  1.8696  0.0637  

∆lnkit 0.2156  0.0432  4.9894  0.0000  

T −0.0012  0.0003  −4.0492  0.0001  

D(北海道) 0.0259  0.0068  3.8303  0.0002  

D(東北) 0.0300  0.0069  4.3737  0.0000  

D(関東) 0.0261  0.0086  3.0547  0.0027  

D(中部) 0.0292  0.0079  3.7216  0.0003  

D(近畿) 0.0273  0.0073  3.7126  0.0003  

D(中国) 0.0272  0.0066  4.1154  0.0001  

D(四国) 0.0278  0.0065  4.2537  0.0000  

D(九州) 0.0254  0.0069  3.6943  0.0003  

観測値数 144     

自由度 133     

Uncencered R2 0.7449     

Centered R2 0.3186     

Adjusted R2 0.2673      

DW 1.778     

 

 

3.3 算定結果 
表 3 には上記の作業から算定された結果が地域別に 1980、1985、1990、および、1997

年7について示してある。就業者数＝人口とみなすと、人口の限界便益は労働の限界生産と

1 人当たり消費量の差となる。人口の限界便益は、都市部に分類される関東、中部、およ

び、近畿で比較的大きな値を示している。これは当該地域の労働の限界生産が比較的大き

いことに起因する。他の条件が等しければ、就業者数が多い地域では労働の限界生産は低

くなるが、他の生産要素（民間資本その他）の量が多ければ、必ずしもそのような結果に

はならない。今回の結果は、都市部に民間資本が多く存在することを示しているのであろ

う。もちろん、関東、中部、および、近畿の 1 人当たり消費に示されているように、都市

部では 1 人当たり消費量は比較的高く、高い都市部の労働の限界生産は高い人口の限界便

益を必ずしも示唆するわけではない。しかし、表における人口の限界便益に示されている

ように、1 人あたり消費量は就業者の限界生産を相殺するほどは高くないことが分かる。 

特定の地域の限界便益が他の地域の限界便益よりも大きければ、後者から前者に移住す

ることによって厚生が上昇する。この地域的な限界便益の差（図 1 下図の AB に相当）を

                                                        
7 1995 年は阪神淡路大震災の影響を考慮して算定していない。 
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1990 年のデータを用いて算定したのが、表 4 である。表では横に示してある地域 i から縦

に示している地域 j に人口（就業者）が 1 単位移動した場合の厚生効果（j の限界便益－i

の限界便益）が記されている。例えば、北海道の場合は、どの地域から人口が流入しても

厚生が下がることが示され、北海道から人口が流出すべきであることが示唆される。その

一方、関東では、全ての地域に対してプラスの値を示し、限界的な人口流入は厚生を増加

することを示唆している。 

ただし、上記の結果には混雑効果が含まれていないことに注意する必要がある。既述の

ように、混雑効果の差を勘案しない厚生効果は、人口規模が大きい地域で過大に、人口規

模が小さい地域では過小になるおそれがあり、その結果、上記の結果と質的に異なる示唆

が得られるかもしれない。ただし、関東に限って言えば、関東の就業者数が過大であると

いう結論を導くためには、関東地域の混雑効果が、流入就業者 1 単位あたり最低で約 27.4

万円以上、最大で約 169 万円以上、他の地域よりも大きくなる必要がある。 

 
表 3. 算定結果 

（単位: 100 万円） 
  1980 1985 1990 1997 

北海道 0.096 0.032 0.224 0.192 

東北 0.380 0.549 0.782 1.017 
関東 0.951 1.306 1.914 1.578 
中部 0.832 1.154 1.640 1.618 
近畿 0.531 0.776 1.189 1.192 
中国 0.596 0.774 1.104 1.114 
四国 0.212 0.307 0.636 0.796 

就
業
者
の
限
界
便
益 

九州 0.520 0.534 0.767 0.610 

北海道 3.243 3.614 4.187 4.368 

東北 2.799 3.228 3.901 4.420 
関東 4.043 4.625 5.686 5.655 
中部 3.388 3.987 4.845 4.918 
近畿 3.843 4.285 5.198 5.463 

中国 3.261 3.724 4.521 4.730 
四国 2.809 3.121 3.777 4.150 

労
働
の
限
界
生
産 

九州 3.106 3.376 4.045 4.308 

北海道 3.147 3.582 3.962 4.176 

東北 2.419 2.679 3.119 3.403 
関東 3.092 3.318 3.772 4.077 

中部 2.556 2.833 3.205 3.301 
近畿 3.312 3.509 4.008 4.271 

中国 2.665 2.950 3.417 3.616 
四国 2.597 2.814 3.140 3.353 

就
業
者
一
人
当
た
り
消
費 

九州 2.586 2.842 3.277 3.698 
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表 4. 人口移動による限界的厚生変化 

i 
j 

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

北海道 0.000 -0.558 -1.690 -1.415 -0.965 -0.880 -0.412 -0.543 
東北 0.558 0.000 -1.132 -0.858 -0.407 -0.322 0.146 0.015 
関東 1.690 1.132 0.000 0.274 0.725 0.810 1.278 1.147 
中部 1.415 0.858 -0.274 0.000 0.450 0.536 1.004 0.873 
近畿 0.965 0.407 -0.725 -0.450 0.000 0.085 0.553 0.422 
中国 0.880 0.322 -0.810 -0.536 -0.085 0.000 0.468 0.337 
四国 0.412 -0.146 -1.278 -1.004 -0.553 -0.468 0.000 -0.131 
九州 0.543 -0.015 -1.147 -0.873 -0.422 -0.337 0.131 0.000 

 

 

4 地方歳出の人口移動への効果 

政府間財政移転の経済理論に関する今ひとつの重要な問題は、政府間財政移転が地方政

府の歳出の変化を通じて地域人口の配分に影響を与えるかという問題である。海外におい

ては財政変数が人口移動に与える影響に関する実証分析は数多く見られる。一方、わが国

においては、人口移動自体に関しては様々な実証分析が見られるが（e.g., 石川 1994）、財

政移転や地方歳出などの財政変数が人口の地域配分に与える影響を検証した分析はそれほ

ど多くないようである8。 

以下では政府間財政移転ではなく、地方歳出が地域人口移動に与える影響を回帰分析に

よって試験的に検討する。ここで地方交付税交付金や国庫支出金などの財政移転額の影響

ではなく地方歳出の影響を見ることの理由は、既述のとおり、政府間財政移転が人口移動

に与える影響は地方政府の予算制約を介することによる。したがって、政府間財政移転の

効果が適切に人口移動へ伝播するためには、潜在的に移動を考えている住民が関連する地

域の予算制約を正確に認知し、財政移転が地方歳出に与える効果を予測していると想定す

る必要がある（e.g., Day 1992）。一方、地方歳出が住民移動に影響を与えることは、財政移

転が住民移動に影響を与えることの必要条件であるため、地方歳出の効果が否定されれば

財政移転の効果も否定されることになる。また、地方歳出の効果が確認されれば、財政移

転が地方歳出をコントロールできる範囲に置いて、財政移転の住民移動に対する効果を検

討することができるであろう。 

 

4.1 推定モデル 
以下では、Mills et al.（1983）で使用されている 3 つのモデルを用いて地方歳出が人口移

動に与える影響を考察する。まずは、「完全調整モデル」である。t 期における i から j へ
                                                        
8 我々が知りうる唯一の先行研究は、伊多波（2002）である。 
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の「理想的な」住民の移動量 Mt,ij*を、地方歳出を含む変数（Xij,t）の線形関数として、 

tijtij XaaM ,0
*

, ⋅+=        （12） 

と表す。完全調整モデルでは、この理想的な移動量が実際に観察された移動データである

と仮定して（12）の推定を行うものである。 

第 2 のモデルは「部分調整モデル」と呼ばれるものである。このモデルは、居住地の移

動は数々の調整を伴うものであるから、実際の変化量 Mij,t−Mij,t−1は理想の変化量 M*
ij,t−Mij,t−1

を部分的にしか実現しないという前提に立つ。その部分的な調整をパラメータδ∈(0,1)を用

いて、 
)( 1,

*
,1,, −− −⋅=− tijtijtijtij MMMM δ       

とモデル化すると、推定されるべきモデルは、（12）と上記より、 

1,,0, )1( −⋅−+⋅+= tijtijtij MXaaM δδδ      （13） 

と再表記される。上記より、δa.は短期の係数である一方、a.は長期の係数として解釈でき、

δ∈(0,1)より長期的な反応は短期的な反応よりも大きいことが理解できる。 

第 3 は、Lanos（1972）による「ストック･フロー･モデル」である。同モデルでは第 t 期

の移動量 Mij,tは、潜在的に i から j に移動したいと思っている潜在的移動者数（＝ストック）

Sij,tの一定割合 

tijtij SkM ,, ⋅=  

と仮定され、いくつかの特定化のもと9、実際に移動する住民の数 Mij,tは、 

1,1,,, )1()( −− −+−⋅+= tijtijtijtij MkXXkkM ρθ     （14） 

と表記され、移動者数は、潜在的異動者数に影響を与える要因 Xij,t の変分（Xij,t−Xij, t−1）と

前期の実際の移動者数の関数として表現される。 

 

4.2 推定およびデータ 
上記 3 つのモデルは、既述の 8 地域別に以下のように推定された10。まず任意の地域 i

から地域 j の移動を考える。全部で 8 地域を対象としているため、所与の i に対する他地

域 j の数は 7=8−1 となり、移住関数は 7 地域対して定義される。ここでは各移住関数は同

一の係数制約をもつと考え、任意の地域 i に関してデータをプールすることによって、係

数を推定した。推定には 1976 年から 1995 年までの 20 年分の年次データを用い、非説明変

数の時系列的な差分を用いない完全調整モデルと部分調整モデルでは T×N=20×7=140 の

規模のサンプルに基づく。なお、非説明変数に差分を用いるストック･フロー･モデルでは

T×N=19×7=133 となる。 

                                                        
9 本稿では必ずしもそれらの特定化が説得的ではないと考える。ここでストック･フロー･モデルを扱うのは、

単にMills et al. (1983)が提示したモデルをわが国のデータに適応するとどのような結果が生じるのかという関心

だけによる。 
10 推定に関しては別所俊一郎（財務省財務総合政策研究所研究官）の協力を得た。 
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次に、各変数は以下のように作成した。まず Mij,tには地域 i から地域 j への t 年における

純移動者が用いられる11。この純移住に影響を与える変数としては、Mills et al.（1983）に

したがい、個人所得の代理変数として 1 人当たり地域内総生産（yit）、非貿易財価格の代理

変数として、土地への資本化をコントロールする変数として土地価格（rit）、および、移住

に影響を与える地方公共サービスの代理変数として 1 人当たり公共歳出（zit）を用いた12。

地方歳出の変数の選択に関しては様々な議論が存在するが、ここでは地域内の都道府県お

よび市町村の歳出を単純合計から、当該地域内から徴収される地方税などの自主財源を引

いた数値を用いている。各推定ではこれらの変数に関して移動元（i）と移動先（j）との

差をとって説明変数として使用している。 

 

4.3 推定結果 
  推定結果は表 5 に記してある。被説明変数は分析対象となっている地域 i から地域 j へ

の純流出であるため、所得にかかる係数は正、地価にかかる係数は負、歳出にかかる係数

は正になると予測される。所得に関しては概ね期待通りの符号が得られているが、5%有意

水準で判断した有意なケースは、①完全調整モデルの北海道、東北、中部、九州、②部分

調整モデルの近畿と九州、そして、③ストック･フロー･モデルの東北、四国、九州のみで

あり、期待通りの結果は多くない。地価に関しては有意かつ負の符号が期待されるが、そ

のようなケースは、①完全調整モデルと③ストック･フロー･モデルでは存在せず、②部分

調整モデルにおける関東と近畿に見られるのみである。最後に正の符号が期待される地域

歳出であるが、ここでも期待通りの結果は少ない。つまり、正の符号を示しかつ有意な結

果となっている係数であるが、それらは①完全調整モデルの北海道と東北のみである。こ

の両地域も、動的効果を考慮した②部分調整モデルや③ストック･フロー･モデルでは有意

ではなくなる。 

このように本稿の分析では、各変数の人口移動に対する効果に対して確定的な結果を得

ることはできなかった。もちろん、このような不明確な結果は、地域区分、データ集計、

推定モデルの特定化など複数の原因に起因するであろう。しかしながら、本稿で扱った単

純な集計モデルでも、特に、歳出が人口移動に与える効果が有意に得られなかったことは、

地方歳出が人口移動に期待される効果をもっていたのかという点について疑念を抱かせる

かもしれない。 

 

                                                        
11 純移動には「住民基本台帳移住民動報告」掲載の数値を用いた。 
12 土地価格には「都道府県地価調査」における「標準価格(平均価格)（住宅地）」を用いている。なお、全て

のデータは総務省統計局「社会･人口統計体系」よりダウンロードした（http://swan.soumu.hq.admix.go.jp/ssds/ 
ssds_top.asp）。 
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表 5. 移住関数推定結果: 被説明変数 Mij,t 

完全調整モデル（N×T=140） 

i= 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 
yjt−yit 0.608 0.784 0.031 0.166 -0.004 -0.172 -0.136 0.145 
 (0.000) (0.000) (0.432) (0.001) (0.915) (0.019) (0.084) (0.014) 
rjt−rit 1.141 0.894 -0.207 0.028 0.139 1.615 1.562 0.398 
 (0.036) (0.246) (0.201) (0.933) (0.393) (0.000) (0.000) (0.184) 
gjt−git 1.337 1.221 -0.311 -0.984 -1.077 -1.292 -1.212 -0.921 
 (0.003) (0.062) (0.028) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) 
Const. 16.181 4.862 23.844 41.917 37.263 17.253 17.586 5.459 
 (0.000) (0.174) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.006) 
Adj R2 0.4529 0.4172 0.1294 0.7318 0.6526 0.5268 0.4866 0.6977 

部分調整モデル（N×T=140） 

i= 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 
yjt−yit 0.009 0.009 -0.001 0.001 0.008 0.002 0.008 0.014 
 (0.456) (0.262) (0.504) (0.826) (0.023) (0.686) (0.139) (0.030) 
rjt−rit -0.069 -0.004 -0.045 0.034 -0.053 -0.002 0.039 0.007 
 (0.228) (0.914) (0.000) (0.136) (0.001) (0.947) (0.213) (0.825) 
gjt−git 0.016 0.037 -0.028 0.023 -0.045 0.006 0.027 0.057 
 (0.742) (0.258) (0.000) (0.182) (0.013) (0.810) (0.220) (0.032) 
Mij, t−1 0.986 0.974 0.968 0.992 0.951 0.979 0.961 0.972 
 (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) 
Const. 0.250 0.124 0.314 -0.531 1.164 0.139 0.291 -0.344 
 (0.557) (0.486) (0.026) (0.079) (0.000) (0.446) (0.201) (0.129) 
Adj R2 0.9941 0.9986 0.9976 0.9987 0.9970 0.9970 0.9974 0.9963 

ストック・フロー・モデル（N×T=133） 

i= 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 
∆( yjt−yit) 0.026 0.065 0.010 0.011 0.006 0.026 0.040 0.078 
 (0.490) (0.011) (0.164) (0.360) (0.667) (0.195) (0.004) (0.000) 
∆(rjt−rit) 0.230 0.054 0.006 0.059 -0.017 0.035 0.109 0.137 
 (0.089) (0.529) (0.784) (0.199) (0.504) (0.600) (0.045) (0.057) 
∆(gjt−git) -0.045 0.104 0.001 0.061 -0.152 0.010 0.059 0.014 
 (0.671) (0.259) (0.980) (0.219) (0.000) (0.881) (0.327) (0.850) 
Mij, t−1 0.988 0.979 0.975 0.991 0.985 0.982 0.974 0.976 
 (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) 
Const. -0.024 0.055 0.205 -0.187 -0.062 0.072 0.228 -0.096 
 (0.920) (0.687) (0.040) (0.060) (0.647) (0.635) (0.045) (0.509) 
Adj R2 0.9947 0.9989 0.9969 0.9988 0.9966 0.9973 0.9985 0.9972 

変数: Mijt: 地域 i から地域 j への純移動、yit: 1 人当たり地域内総生産、rit: 土地価格、git : 1 人当たり純公共歳出 
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5. さいごに 

本稿では Flatters et al.（1974）や Boadway and Flatters（1982）によって定式化された住

民移動による財政外部性の議論に基づき、わが国の人口配分の最適性、および、財政移転

が地域人口に与える効果を検討した。その結果、①人口の地域配分は非効率的であり、主

に都市部の人口規模が過小であること、そして、②地方歳出（財政移転）は地域間人口移

動に影響を与えないことが示された。これらの結果からわが国に置いては、都市部から非

都市部への財政移転には効率的基礎は存在しなかったという含意を得ることになる。もち

ろん、本稿の実証分析は完全なものではない。地域区分、データ集計、推定モデルの特定

化など複数の改良すべき点を残している。実証分析上の改良を加えても、本稿と同様の結

論が得られるかの確認は、今後につづく研究の課題であろう。 
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